
別紙様式１

① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③

1 広島県 広島森林管理署 復旧治山事業 高松山31・32 たかまつやま31・32 275,067 95,189 2.89 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B A A A

2 滋賀県 滋賀森林管理署 復旧治山事業 関寺東谷 せきでらひがしたに 48,293 14,423 3.35 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B A B B

3 滋賀県 滋賀森林管理署 復旧治山事業 奥島山72・73 おくしまやま72・73 46,607 38,460 1.21 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B A B B

4 京都府 京都大阪森林管理事務所 復旧治山事業 若王子・大日山 にゃくおうじ・だいにちやま 186,748 118,692 1.57 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

5 京都府 京都大阪森林管理事務所 復旧治山事業 長代川支川 ちょうだいかわしせん 500,808 269,171 1.86 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

6 京都府 京都大阪森林管理事務所 復旧治山事業 朝原山 あさはらやま 38,356 5,850 6.21 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

7 大阪府 京都大阪森林管理事務所 復旧治山事業 箕面川 みのおかわ 20,552 6,000 3.43 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

8 鳥取県 鳥取森林管理署 復旧治山事業 不動山 ふどうやま 78,315 14,423 5.43 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B A B

9 島根県 島根森林管理署 復旧治山事業 下り谷269・270 くだりたに269・270 89,076 28,680 3.11 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

10 兵庫県 兵庫森林管理署 復旧治山事業 書写山 しょしゃざん 40,119 24,000 1.67 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B B B

11 福井県 福井森林管理署 復旧治山事業 オオ谷 おおたに 16,410 14,423 1.14 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B A A B

12 広島県 広島森林管理署 復旧治山事業 宇品山 うじなやま 66,676 14,423 4.62 ○ ○ ○ ○ ○ A B A A A A B A A A A B B A B

13 三重県 三重森林管理署 復旧治山事業 大又 おおまた 565,682 234,121 2.42 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A B A A A A B B A B

14 兵庫県 兵庫森林管理署 保安林整備事業 畑・宮谷・西牧 はた・みやたに・にしまき 55,678 2,197 25.34 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A － A A A A A B A A C

15 兵庫県 兵庫森林管理署 保安林整備事業 方蓮山 ほうれんざん 14,134 2,773 5.10 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A － A A A A A B A A C
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別紙様式２

整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 高松山31・32 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 高松山３１・３２は、広島県広島市安佐北区に位置する高松山国有林に位置す

る。

当地区は、平成２６年８月の集中豪雨により発生した山腹崩壊を復旧するもの

である。

山腹崩壊した土砂等が人家・市道等に流失し、被害を与えている。

また、崩壊地には、不安定土砂・流木が堆積しており、集中豪雨による土砂の

流出及び拡大崩壊が進んでいる状況にある。

これらのことより、今後の集中豪雨等により崩壊地の拡大崩壊が進み、下流施

設への大きな被害をもたらす危険があるため、、谷止工及び山腹工を施工し渓流

の安定と斜面の安定化を図ることとする。

・主な事業内容 山腹工 0.52ha

・主な保全対象（治山事業） 人家20戸、道路500m

・総事業費 ９０，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２７５，０６７（千円）

総 費 用（Ｃ） ９５，１８９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８９

評価結果 ・必要性： 崩壊箇所を放置すれば今後のさらに崩壊が拡大する恐れが非常に高

い。保安林機能の発揮による下流域の保全等事業実施の必要性が認め

られる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、国土保全機能の発揮が

見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 広島県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

山地災害防止便益 275,067

総 便 益    （Ｂ） 275,067

95,189 千円

275,067

95,189

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
高松山31・32

大 区 分 備 考

災害防止便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.89



別紙様式２

整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 関寺東谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 滋賀県大津市は平成25年9月の台風18号の影響により302.0mmの降雨を観測し

た。

これにより一級河川の吾妻川上流部に位置する関寺・木ノ下谷国有林において

土石流が発生し、大量の土砂が直下の人家、国道、市道、鉄道に土砂が流出する

など多大な被害を与えた。

・主な事業内容 渓間工 １基

・主な保全対象（治山事業） 県道 0.2km、田畑

・総事業費 ２５，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４８，２９３（千円）

総 費 用（Ｃ） １４，４２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３５

評価結果 ・必要性： 渓床には多量の不安定土砂が堆積しており、今後の降雨等により流

出する危険性が非常に高い。また保全対象が近いため、早急な事業実

施が必要である。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、渓流の安定化が図られ土砂流出防備機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 滋賀県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

山地災害防止便益 48,293

総 便 益    （Ｂ） 48,293

14,423 千円

48,293

14,423

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.35

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
関寺東谷

大 区 分 備 考

災害防止便益



別紙様式２

整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 奥島山72・73 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 平成25年9月の台風18号に伴う豪雨の影響により、奥島山国有林において山腹

崩壊が発生し、流出土砂が人家・市道等に被害を与えた。

また、崩壊地には不安定土砂・流木が堆積し、このまま崩壊地を放置すれば再

び降雨等の影響により拡大崩壊の恐れがあり、土砂が流出すれば下流域に広がる

田畑への影響は避けられない。

このため、早急に崩壊地の復旧を行い、山腹の安定を図る必要がある。

・主な事業内容 山腹工 0.39㏊

・主な保全対象（治山事業） 人家50戸、市道0.2km、田畑

・総事業費 ５０，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５７，５６９（千円）

総 費 用（Ｃ） ４８，０７５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．２０

評価結果 ・必要性： 崩壊地は自然復旧は見込めず、斜面についても不安定な状態であ

り、降雨等の影響により拡大崩壊の恐れがある。そのため早急に復旧

する必要がある。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、山腹の安定化が図られ土砂流出防備機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 滋賀県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

山地災害防止便益 57,569

総 便 益    （Ｂ） 57,569

48,075 千円

57,569

48,075

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
奥島山72・73

大 区 分 備 考

災害防止便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.20



別紙様式２

整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 若王子・大日山（南禅寺山） 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 大日山地区は、京都市左京区に位置し南禅寺山国有林内の地区を対象としてい

る。

当地区は平成２５年９月発生の台風により被災した箇所である。

この台風により、南禅寺山国有林内の不安定土砂が下流域の滝宮神社内に流出

した。

当地区周辺は、神社や民家が建ち並んでおり、自然環境の維持、保全及び土砂

流出防備の発揮等に関する要請が高い地域でもある。

本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、神社、民

家の保全並びに土砂流出防備機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 ６基

・主な保全対象（治山事業） 民家、社寺、公道

・総事業費 ８４，７００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １８６,７４８（千円）

総 費 用（Ｃ） １１８，６９２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５７

評価結果 ・必要性： 渓流には不安定土砂が残っており、今後の降雨等により流出し、下

流域の人家等に被害を与える危険性が非常に高いので、早急な対策が

必要である。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、渓流の安定が図られ、国土保全機能の発揮が見

込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 京都府
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

土砂流出防止便益 118,752

土砂崩壊防止便益 67,905

保健休養便益 91

総 便 益    （Ｂ） 186,748

118,692 千円

186,748

118,692

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
若王子・大日山

大 区 分 備 考

山地保全便益

環境保全便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.57



別紙様式２

整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３５年度

事業実施地区名 長代川支川（神山） 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 神山地区は、京都市左京区に位置し神山国有林内の地区を対象としている。

当地区は、平成２４年７月発生の梅雨災により被災した箇所でもある。

この豪雨により、神山国有林内で、崩壊を引き起こし崩壊と共に流出した土砂

は、人家直ぐ横の私道に流出した。

当地区周辺は、住宅街であり自然環境の維持、保全及び土砂流出防備の発揮等

に関する要請が高い地域でもある。

本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、住宅街の

保全並びに土砂流出防備機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 23基、山腹工 0.10ha

・主な保全対象（治山事業） 民家、私道、田畑

・総事業費 １４０，７００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５００,８０８（千円）

総 費 用（Ｃ） ２６９，１７１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８６

評価結果 ・必要性： 渓流には不安定土砂が残っており、今後の降雨等により流出し、下

流域の人家等に被害を与える危険性が非常に高いので、早急な対策が

必要である。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、渓流及び山腹斜面の安定が図られ、国土保全機

能の発揮が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 京都府
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

保健休養便益 96

山地災害防止便益 500,712

総 便 益    （Ｂ） 500,808

269,171 千円

500,808

269,171

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
長代川支川

大 区 分 備 考

環境保全便益

災害防止便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.86



別紙様式２

整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 朝原山 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 朝原山地区は、京都市右京区に位置し朝原山国有林内の地区を対象としてい

る。

当地区は、平成２４年７月発生の梅雨災により被災した箇所でもある。

この豪雨により、朝原山国有林内で、崩壊を引き起こし崩壊と共に流出した土

砂は、人家並びに市道に流出した。

当地区周辺は、住宅街であり自然環境の維持、保全及び土砂流出防備の発揮等

に関する要請が高い地域でもある。

本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、住宅街の

保全並びに土砂流出防備機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 0.09ha

・主な保全対象（治山事業） 民家、私道、田畑

・総事業費 ５，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ３６,３５６（千円）

総 費 用（Ｃ） ５，８５０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２１

評価結果 ・必要性： 崩壊地は自然復旧は見込めず、斜面についても不安定な状態であ

り、降雨等の影響により拡大崩壊の恐れがある。そのため早急に復旧

する必要がある。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、山腹の安定化が図られ土砂流出防備機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 京都府
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 2,200

流域貯水便益 1,253

水質浄化便益 2,424

土砂流出防止便益 30,479

総 便 益    （Ｂ） 36,356

5,850 千円

36,356

5,850

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
朝原山

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 6.21



別紙様式２

整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 箕面川 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （大阪府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 箕面川地区は、大阪府箕面市に位置し箕面国有林内の地区を対象としている。

当地区は、平成２６年度８月発生の台風１１号により被災した箇所である。

この豪雨により、箕面国有林内で、崩壊を引き起こすと共に土砂が箕面川に流

出した。

当地区の下流側には箕面市など住宅密集地があり、自然環境維持、保全及び水

源かん養、土砂流出防備の発揮等に関する要請が高い地域でもある。

本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、住宅街の

保全並びに水源かん養、土砂流出防備機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 0.02ha

・主な保全対象（治山事業） 公園、府道

・総事業費 ６，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２０,５５２（千円）

総 費 用（Ｃ） ６,０００（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．４３

評価結果 ・必要性： 崩壊地は自然復旧は見込めず、斜面についても不安定な状態であ

り、降雨等の影響により拡大崩壊の恐れがある。そのため早急に復旧

する必要がある。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、山腹の安定化が図られ土砂流出防備機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 大阪府
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

土砂流出防止便益 20,552

総 便 益    （Ｂ） 20,552

6,000 千円

20,552

6,000

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
箕面川

大 区 分 備 考

山地保全便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.43



別紙様式２

整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 不動山 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 当該計画箇所は鳥取県東部の鳥取市佐治町栃原に位置する不動山国有林の東向

き斜面にある山腹崩壊地である。

平成２６年８月の台風１１号による集中豪雨により山腹崩壊が発生し、大量の

土砂及び流木が直下に位置する国道４８２号へ流出し、車両の通行が一時不通と

なった。

発生源である山腹崩壊地については、今後の降雨等の影響により拡大崩壊の恐

れが高く、地元住民の生活道路として重要な国道の保全を図るためにも早期に山

腹工を施工し崩壊地の安定を図る必要がある。

・主な事業内容 山腹工 0.07ha

・主な保全対象（治山事業） 国道４８２号

・総事業費 １５,０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ７８,３１５（千円）

総 費 用（Ｃ） １４,４２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．４３

評価結果 ・必要性： 山腹内には不安定な土砂があり、今後の降雨等により流出する可能

性が非常に高い。このため、早急に復旧する必要がある。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、国土保全機能の発揮が

見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 鳥取県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 114

流域貯水便益 61

水質浄化便益 142

土砂流出防止便益 5,515

土砂崩壊防止便益 72,483

総 便 益    （Ｂ） 78,315

14,423 千円

78,315

14,423

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
不動山

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 5.43



別紙様式２

整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成２８年度

事業実施地区名 下り谷269･270 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） (島根県) 島根森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、邑智郡川本町に位置し、平成２５年８月の集中豪雨により、山腹崩

壊が発生し、土砂が保全対象でもある県道に流れ込み、現在も崩壊地内に土砂及

び流木が不安定な状態で堆積している。

保全対象までの距離が近いことや、県道において、一般車両も通行することか

ら、早期復旧が必要である。

・主な事業内容 渓間工 ２基、山腹工 0.01ha

・主な保全対象（治山事業） 県道、人家、田畑

・総事業費 ２６，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ８９，０７６（千円）

総 費 用（Ｃ） ２８，６８０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊を放置すれば、今後の豪雨等により荒廃が拡大し土砂の流

出が発生する恐れが非常に高い。水土保全機能の発揮による下流域の

保全等、当事者の実施の必要性が認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が認められ、水土保全機能の

発揮が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 島根県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 5,652

流域貯水便益 2,889

水質浄化便益 5,602

山地災害防止便益 74,933

総 便 益    （Ｂ） 89,076

28,680 千円

89,076

28,680

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
下り谷269・270

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

災害防止便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 3.11



別紙様式２

整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 書写山 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 当該地は山腹危険崩壊地区及び兵庫県の土石流危険区域に指定されている。渓

流には土砂や倒木が堆積し渓床の侵食が確認でき、今後の異常気象等により土砂

や倒木が下流域に流出し、直下の兵庫県立大学に被害をもたらす危険がある。

そのため、早急に治山事業を行い保全対象への災害を防止する必要がある。

・主な事業内容 谷止工 １基

・主な保全対象（治山事業） 兵庫県立大学

・総事業費 ２４，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４０，１１９（千円）

総 費 用（Ｃ） ２４，０００（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６７

評価結果 ・必要性： 渓流には不安定土砂が残っており、今後の降雨等により流出し、下

流域の大学等に被害を与える危険性が非常に高いので、早急な対策が

必要である。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、渓流の安定が図られ、国土保全機能の発揮が見

込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 兵庫県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 517

水質浄化便益 252

土砂流出防止便益 14,170

土砂崩壊防止便益 25,180

総 便 益    （Ｂ） 40,119

24,000 千円

40,119

24,000

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.67

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
書写山

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益



別紙様式２

整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 オオ谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 当地区の所在する黒河山国有林は福井県敦賀市に位置し、黒河川の下流域にあ

る。年間降水量が多く河川流量も豊富であり、黒河川下流には砂防ダムが施工さ

れている。

当該計画箇所は、平成25年9月の台風18号による集中豪雨により氾濫し他官庁

施設（護岸工）を損壊したほか黒河川支流の既設練石積工下部を流出させる被害

を発生させたもので、被災直後から河川管理者と調整のうえ護岸施設の復旧を福

井県が行い上部法面を福井森林管理署が実施するよう協定を締結し、平成25年度

に護岸工復旧工事を福井県が実施した箇所の上部法面崩壊箇所の山腹工を計画し

たものである。

また、平成26年8月の台風8号等により既設練石積工下部の損壊の被害が拡大し

たためこのまま放置すれば既設練石積工全てが損壊し、谷止工の下流にある黒河

林道の橋梁部に被害を及ぼすため根固工を計画した。

・主な事業内容 渓間工 １基、山腹工 0.05ha

・主な保全対象（治山事業） 人家５戸、田畑３ha、市道、林道

・総事業費 １５，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １６，４１０（千円）

総 費 用（Ｃ） １４，４２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．１４

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊を放置すれば、今後の豪雨等により荒廃が拡大し、土砂の

流出が発生する可能性が非常に高い。よって、国土保全機能の発揮に

よる施工地下部の安定等、等事業の実施の必要性が認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により、山腹斜面の安定が図られ、国土保全機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 福井県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

流域貯水便益 67

水質浄化便益 6,268

土砂流出防止便益 7,803

土砂崩壊防止便益 2,272

総 便 益    （Ｂ） 16,410

14,423 千円

16,410

14,423

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
オオ谷

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.14



別紙様式２

整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度

事業実施地区名 宇品山 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 当計画地は、平成25年に落石が発生し、下流施設へ被害をもたらした。

現地は下層植生が乏しく、風化した花崗岩が多く点在しており、降雨等により

山腹内の荒廃が進めば下流施設へ大きな被害をもたらす危険がある。

また、近年の集中豪雨により落石及び土砂の崩落が度々みられることから、地

域住民より対策の要望がある。

現地状況から、今後も土砂流出の恐れがあり、保全対象にも極めて近接してい

ることから早急な復旧対策が必要である。

・主な事業内容 山腹工 0.02ha

・主な保全対象（治山事業） 人家、商業施設、市道

・総事業費 １５，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ６６，６７６（千円）

総 費 用（Ｃ） １４，４２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６２

評価結果 ・必要性： 現地の基岩の風化を放置すれば、今後風化が進行し、落石が発生す

る可能性が非常に高い。よって、国土保全機能の発揮による施工地下

部の安定等、当事業の必要性が認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施のにより、落石防止が認められ国土保全機能の発揮が見

込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 広島県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 229

流域貯水便益 86

水質浄化便益 184

山地災害防止便益 66,177

総 便 益    （Ｂ） 66,676

14,423 千円

66,676

14,423

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 4.62

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
宇品山

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

災害防止便益



別紙様式２

整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成２８年度

（特定流域総合治山対策） （民有林：平成２６年度～平成２９年度）

事業実施地区名 大又 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 当該計画地は、平成23年9月の台風12号により山腹崩壊1箇所及び渓流荒廃3箇

所が発生し、保安林管理道の暗渠を閉塞させるなどの被害を与え、直下の渓流内

に堆積した。崩壊地上部には、大転石が残った状態であり、渓流内には今現在、

多くの不安定土砂が堆積しており、今後、降雨等により下流域へ流出する危険性

がある。下流域には、県保安林管理道や大又佐渡林道（大又林道）（併用）、人

家、町道、集水施設等が存在し、地元集落の生活に支障をもたらす可能性があ

る。施工地は保安林の維持増進のための施業や林業経営に利用されている道路に

被害を与えており、集水施設を設け生活用水を確保していることから、地元住民

からも復旧に強い要望がある。

このことから、民有林では平成26～29年度の4カ年、国有林では平成27～28年

度の2カ年計画で特定流域総合治山対策を民国連携して流域を一体的・集中的に

整備する。水源の確保と国土保全を図るため大量に堆積している不安定土砂の再

移動による下流地域への土砂流出被害を防止するコンクリート谷止等の対策を実

施するとともに、国有林内においては発生源対策及び拡大崩壊防止のための山腹

工も実施する。

・主な事業内容 渓間工 ２基、山腹工 0.09ha

・主な保全対象（治山事業） 人家、簡易水道、林道（併用）、橋梁、

保安林管理道

・総事業費（国有林） ６０，０００（千円）

・総事業費（民有林） １８３，０００（千円）

・総事業費（計） ２４８，０００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５６５，６８２（千円）

総 費 用（Ｃ） ２３４，１２１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊及び渓流内の不安定土砂を放置すれば、今後の豪雨等によ

り荒廃が拡大し、土砂の流出が発生する可能性が非常に高い。よって

国土保全機能の発揮による施工地の下流安定等、当該事業実施の必要

性が認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により山腹崩壊の拡大防止や渓流の不安定土砂の流出防

止が図られ、民国が連携して国土保全機能を発揮することが見込まれ

る。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 三重県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 9,594

流域貯水便益 2,259

水質浄化便益 5,260

山地災害防止便益 548,569

総 便 益    （Ｂ） 565,682

234,121 千円

565,682

234,121

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
大又

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

災害防止便益

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.42



別紙様式２

整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３３年度

事業実施地区名 畑・宮谷・西牧 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大分類流域加古川の下流に位置し、丘陵性山地を形成している地形

であり、地質は花崗岩及び流紋岩が分布している。

現地は平成23年9月の台風により崩壊が発生し、復旧事業を概成した箇所であ

る。

現地直下は人家及び県道があり、山腹下部の保全を確保することが必要であ

る。

・主な事業内容 植付 1.01ha

・主な保全対象（治山事業） 人家、県道

・総事業費 ２，５００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５５，６７８（千円）

総 費 用（Ｃ） ２，１９７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２５．３４

評価結果 ・必要性： 保安林機能の低下を放置すれば、今後の豪雨等により荒廃が拡大

し、土砂の流出が発生する可能性が非常に高い。よって、水土保全機

能の発揮による下流域の安定等、当事業の実施の必要性が認められ

る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の強化が図られ、国土保全機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 兵庫県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 3,544

流域貯水便益 442

水質浄化便益 909

土砂流出防止便益 25,752

土砂崩壊防止便益 25,031

総 便 益    （Ｂ） 55,678

2,197 千円

55,678

2,197

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 25.34

便 益 集 計 表
（治山事業）

復旧治山事業
畑・宮谷・西牧

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益



別紙様式２

整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３２年度

事業実施地区名 方蓮山 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大分類流域揖保川の下流に位置し、丘陵性山地を形成している地形

であり、地質は流紋岩が分布している。

現地は平成23年の山林火災により、森林が消失し、その後の降雨等により森林

消失区域から土砂が流出している。

現地直下は人家及び県道及があり、早期に森林を造成し山腹下部の保全を確保

することが必要である。

・主な事業内容 地拵・植付 1.60ha

・主な保全対象（治山事業） 人家、県道

・総事業費 ３，１００（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １４，１３４（千円）

総 費 用（Ｃ） ２，７７３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．１０

評価結果 ・必要性： 保安林機能の低下を放置すれば、今後の豪雨等により荒廃が拡大

し、土砂の流出が発生する可能性が非常に高い。よって、水土保全機

能の発揮による下流域の安定等、当事業の実施の必要性が認められ

る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、効率性が認められる。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の強化が図られ、国土保全機能の発揮

が見込まれる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、事業が適切に

計画されていると認められる。



事 業 名 ： 都道府県名： 兵庫県
施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分 評価額

洪水防止便益 5,687

流域貯水便益 706

水質浄化便益 1,448

土砂流出防止便益 3,863

土砂崩壊防止便益 2,430

総 便 益    （Ｂ） 14,134

2,773 千円

14,134

2,773

総 費 用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 5.10

便 益 集 計 表
（治山事業）

保安林整備事業
方蓮山

大 区 分 備 考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益




